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2017年11月17日 
 

経済レポート 
 

米国景気概況（2017年11月） 
 

 

Ⅰ．概況 ～基調は底堅い 

・ 7-9月期の実質 GDP 成長率(速報値)は前期比年率＋3.0％と、4-6月期の＋3.1％から若

干低下となったが、3％台を維持。在庫の寄与度(0.7％)を差し引いても基調は底堅い。 

図表1．実質ＧＤＰ成長率 

 

【企業活動】 

・ 10月のＩＳＭ景況指数は、製造業では、ハリケーンの影響で上昇した9月の数値から

低下したが、高い水準を維持。非製造業でも60を超える水準に。設備投資の先行指標

となる資本財受注（防衛･航空機を除くコア）は、9月は前月比＋1.7％増と堅調。 

  図表2．企業景況感（ＩＳＭ）          図表3.コア資本財受注 

 

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

72,000

 14  15  16  17
（出所）商務省

（年、月）

（百万ドル）



 

ご利用に際してのご留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
（お問い合わせ）調査部   TEL：03-6733-1070   E-mail：chosa-report@murc.jp 

2 / 4 

 

【雇用】 

・ 10月の非農業部門･雇用者数は前月比26.1万人の増加。ハリケーン要因で9月が微増に

とどまった反動もあるが、均してみた雇用の基調は強い。失業率も4.1％に低下。一

方、10月の賃金上昇率は前年比＋2.4％と9月の上昇幅から低下、依然 力強さを欠く。 

    図表4．雇用者・失業率            図表5.平均時給の伸び率 

 

【個人消費・住宅】 

・ 消費者マインドは良好。小売売上高はハリケーン特需で9月に大幅増となったが、10

月も前月比＋0.2％と伸長。新車販売はハリケーン後の買い替え需要もあり9月･10月

と連続して高水準に。一方、中古住宅販売は供給不足が指摘され、伸び悩みが続く。 

図表6. 消費者マインド           図表7. 小売売上高（除く外食） 

 

図表8. 新車販売台数            図表9. 中古住宅販売戸数 
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【物価】 

・ 10月のＣＰＩは前年比＋2.0％の上昇(季調値の前月比は＋0.1％)。エネルギーと食品

を除いたコアＣＰＩの上昇率は前年比＋1.8％と、前月の同＋1.7％からは0.1ポイン

ト増加したが、依然、緩やかなペースにとどまっている。 

図表10．消費者物価上昇率 

 

 

【金融市場・金融政策】 

・ 長期金利は9月以降上昇が続いたが、税制改革を巡る不透明感などから上昇は一服。

物価の伸びは緩やかであるが、景気は堅調との見方が大勢であり、12月のＦＯＭＣで

利上げが実施される見込み。 

・ トランプ大統領は、イエレン議長の後任にパウエルＦＲＢ理事を指名することを発表。

パウエル氏は“穏健派”とされ、慎重に利上げ(緩和縮小)を進める現行の金融政策か

ら大きな変更はないとの見方が有力。 

図表11．長期金利               図表12．株価  
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Ⅱ．トピック ～雇用情勢は州ごとに格差も 

・ トランプ氏が勝利した大統領選から一年。足もと、米国経済は堅調に推移しており、

失業率は2000年12月以来の水準である4.1％まで低下するなど、雇用情勢は極めてタ

イトといえる。 

・ ただ、これを州別にみてみると、当然ながら均一ではなく、それぞれに様相が異なる。

トランプ大統領は、グローバル経済下での繁栄を享受できていない“忘れられた人々”

から強い支持を得ているとされるが、こうした支持層とも重なる、いわゆるラストベ

ルトの各州をみてみると、失業率が全米平均よりも高いところが多い（下図）。 

・ 直近9月の失業率では、インディアナ、ウィスコンシンの２州は3％台と低いものの、

オハイオ（5.3％）、ケンタッキー（5.2％）、ウエストバージニア（5.1％）、ペンシル

ベニア（4.8％）など多くの州で全米平均（4.1％）よりも高くなっている。また、足

もと数か月では上昇傾向もみられる。 

・ 経済全体では明るさが見られるなか、地域や階層ごとの格差は相応に残されている。

トランプ大統領の支持率は30％台後半に低迷しつつも、コアの支持基盤は固いと言わ

れるが、こうした「格差」の存在もその一因といえるであろう。 

図表13．“ラストベルト”の各州の失業率      
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